
　　　２.  法令所掌事務の処理に関する事業

　　　    農地法第４条、第５条及び第１８条の規定に基づく農業委員会からの諮問に対して、本会が答申を

　　　  行った件数は、下記のとおりである。

　　　    答申に当たっては、常設審議委員会を毎月１回開催し、常設審議委員が慎重審議し、その結果を答

　　　  申した。

　　　　　　（農地法第４条、第５条処理状況）

月別 件　数 面　積（㎡） 件　数 面　積（㎡） 件　数 面　積（㎡）

４ 0 0.0 12 79,481.0 12 79,481.0

５ 0 0.0 10 87,160.0 10 87,160.0

６ 0 0.0 17 95,076.0 17 95,076.0

７ 0 0.0 12 91,283.0 12 91,283.0

８ 1 7,763.0 9 68,930.0 10 76,693.0

９ 0 0.0 14 69,334.1 14 69,334.1

１０ 0 0.0 20 179,442.0 20 179,442.0

１１ 1 7,163.0 13 96,895.0 14 104,058.0

１２ 0 0.0 13 78,336.0 13 78,336.0

１ 1 4,304.0 16 166,130.7 17 170,434.7

２ 0 0.0 4 50,663.0 4 50,663.0

３ 0 0.0 19 123,366.0 19 123,366.0

計 3 19,230.0 159 1,186,096.8 162 1,205,326.8

　　　　　　（農地法第１８条処理状況）

月別 件数 面積（㎡）

11 1 5,306.0

3 2 5,497.0

計 3 10,803.0

　　　    農地法第４１条第１項の規定に基づく県からの諮問に対して本会が答申を行った件数は、下記の

　　　　とおりである。

　　　  　答申については、常設審議委員会にて同条第２項で準用する同法第３９条第４項の規定に基づき

　　　　常設審議委員が慎重審議し、意見を答申した。

○令和４年度は該当無し

　　　 （１）農地法の規定に関する事務

　　　 （２）農地を利用する権利の設定の裁定に関する意見について

４　　　条 5　　　条 4、5　条合計


